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Ⅰ 研究主題 

       災害時、学校が果たすべき役割についての調査研究 

 （東日本大震災の事例から） 

 

Ⅱ 研究主題設定の背景 

災害時、学校はその防災計画に基づいた迅速かつ的確な防災措置を講ずる必要があり、

まず第一に子どもたちの命を守らなければならない。学校では、児童生徒を対象とした避

難訓練や防災教育は実施されている。しかし、ほとんどの学校が緊急時の避難場所に指定

されているにも関わらず、避難所運営に関する知識や行動マニュアルを教職員が共有して

いるとは言い難い。避難所の運営は行政が中心となり行うが、円滑な運営のためには、学

校・地域の人たちの協力が不可欠であり、地元で生活する児童生徒の防災意識を高めてい

くことが重要である。学校を拠点とする避難所運営という課題解決のために、学校は行政・

地域・児童生徒をつなぐ｢学びのネットワーク｣を構築する必要がある。そして、児童生徒

にとっても「総合的な学力」を向上させる、貴重な知識や経験を得る機会ともなる。そこ

で、学校が、避難所として機能するまでに果たすべき役割について、現状把握と分析を行

い、地域から信頼される学校づくりの視点を取り入れた研究を行う。 

平成２３年３月１１日の東日本大震災での教訓を生かし、いずれ来るであろう関東・東

海・東南海の巨大地震等の災害に備え、準備をしていくことが必要である。東日本大震災

では、地震後の津波によって、多くの児童生徒の命が失われ、学校も被災した。被災を免

れた学校では、津波で家を失った地域の人たちの緊急避難所となり被災地域では、学校機

能は止まり教育活動が一時的に停止状態になった。避難所運営では初動対応として教員の

力が大きく影響していた。また、地域と学校との信頼関係・結び付きの違いによると思わ

れる避難所運営の混乱が見られた学校もあり課題となっている。学校再開に向けての取組

と再開後の教育活動の正常化については、各避難所になった学校の現状によって大きな違

いがみられる。多くの学校は、学校機能が回復し教育活動の再開を果たしているが、学校

施設の損壊によって２校または３校同一施設での学校再開という場合も多くみられる。今

後、これらの学校が正常化し元に戻るまでの復興プロセスは大変重要になる。行政・地域・

学校が連携・協力しそれぞれの果たすべき役割を明確にし取り組むことが必要になってく

る。 

今回の震災から得られる教訓は計り知れない、過去の災害においても多くの教訓が残さ

れていたにも関わらず、大きな犠牲を出してしまった。科学や技術の進歩に伴い根拠のな

い安全神話を信じ切ってしまった結果ではないだろうか、学校現場も何も起きなければ危

機感をもって取り組まなくなってしまう傾向があるのも事実だと思う。想定外を想定して

万全を尽くす日頃からの備えが重要であることを確認していきたい。 
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Ⅲ 研究の目的 

 １ 災害時、子どもの命を守るために学校が果たすべき役割を事例から検証する。 

 ２ 学校が避難所になり、その運営について学校の役割を明確にする。 

 ３ 学校再開・再建に向けて、学校・行政・地域の｢学びのネットワーク｣作りを調査する。 

 ４ 安全・防災に関する児童生徒、職員等の意識の高揚とマニュアル等の見直しを図る。 

 

Ⅳ 研究の進め方と経過 

≪１年目≫ 

 １ 東日本大震災の各方面からの調査研究資料等について情報収集する。 

 ２ 文部科学省、県の防災関係の資料(改訂版等)について資料分析を行う。 

 ３ 東日本大震災に関連した、報告会・研修会に参加する。 

 ４ 現地の学校の状況を取材する。 

≪２年目≫ 

 １ 震災における、子どもの命を守るための学校対応の在り方の調査研究 

 ２ 子どもたちの安全確保に関わる保護者への引き渡しの調査研究 

 ３ 震災時、学校が避難所になったときの教職員の初動対応の調査研究 

 ４ 学校・行政・地域の｢学びのネットワーク｣作りを調査（子どもたちと地域のきずな） 

  し、地域コミュニティの重要性を研究 

 ５ 今後の防災教育・減災教育についての調査研究 

 平成２４年度計画 

  第１回 研究協力委員会   ５月 研究委員役割分担他 

  第２回 研究協力委員会   ７月 資料等の分析、アンケート作成・実施 

  第３回 研究協力委員会   ９月 アンケート集計、現地取材のまとめ 

  第４回 研究協力委員会  １１月 調査・研究のまとめ 

第５回 研究協力委員会   １月 調査研究報告書の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

事務局 

県立総合センター 

生涯学習推進担当 

研究協力委員 

 ・幼・保育園 ・小学校 

 ・中学校   ・高等学校 

 ・特別支援学校・大学等教授 

 

・資料情報の収集 

・資料等分析 

・現地取材（アンケート、聞き取り等） 

・研修会等への参加 

・調査研究のまとめ 
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Ⅴ 研究の内容 

 １ 災害時、子どもたちの命をどのように守るか 

   ○地震の時の避難行動の分析 

   ○一時避難後の火災・津波等の二次災害の情報と二次避難行動の分析 

   ○地域住民との連携・協力 

 

 ２ 安全確保（保護者・親への引き渡し） 

   ○児童生徒の安否確認 

   ○保護者・親への引き渡しの基準等 

 

 ３ 避難所運営に関して教職員の対応と学校再開に向けて 

    （学びのネットワーク作り） 

   ○避難所運営の初動対応 

   ○行政・地域との連携 

   ○学校再開・再建に向けた｢学びのネットワーク｣の構築 

 

 ４ 今後の防災教育について 

   ○学校防災マニュアルの見直し 

 ○児童・生徒の防災意識の高揚 

 ○地域との連携による防災・減災に関する訓練 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄骨の骨組みだけが残った屋内運動場  

 

完全につぶれた屋根  

水圧による壁の喪失  

「東日本大震災の被害を踏まえた

学校施設の整備について」より 
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Ⅵ 災害時、学校が果たす役割 

 はじめに 東日本大震災における被害状況（学校関係） 

①学校施設（校舎、体育館、グランド等） 

  ２０１１．３．１１(午後２：４６分)東日本大震災 

 による被害は、想定をはるかに超える大きなものであ 

った。ほとんどの場合は、地震の後の津波によって家 

屋等が流され、破壊された。地域の避難所として指定 

されていた学校も津波の被害にあっている。ある学校 

では、生徒を避難させた後、学校に避難してきた地域 

住民をより安全な場所へ誘導した。安全であるはずの 

学校（指定避難所に指定されていることが多い）に避 

難して津波に襲われ命を落とした方も多くいた。  

 公立学校の物的被害は全国で６,４８４校にのぼり、中でも被害状況Ⅰ：建物の被害が

大きく、建て替え又は大規模な復旧工事が必要と思われるものは、１９３校であった。

（文部科学省報道発表より）他にも、校舎に亀裂が入った、体育館の天井の一部が落下

した、グランドに亀裂ができた、液状化したなどの被害が報告されている。埼玉県では、

５６６校の被害が確認されている。 

文部科学省 東日本大震災による被害情報（第 185 報）3 月 8 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（津波後の火災で焼けた学校）  

都道府県名 国立学校施設 公立学校施設 私立学校施設 社会教育施設 文化財等 研究施設 計

北海道 2 4 3 4 13
青森県 1 122 18 41 10 192
岩手県 5 424 67 372 68 936
宮城県 6 805 221 654 89 5 1,780
秋田県 2 29 1 24 11 67
山形県 5 82 40 20 147
福島県 6 751 161 530 76 1,524
茨城県 11 1,056 223 521 182 5 1,998
栃木県 3 448 74 272 87 884
群馬県 3 254 51 125 60 493
埼玉県 566 117 190 25 2 900
千葉県 8 766 142 224 38 1 1,179
東京都 14 485 250 224 47 6 1,026
神奈川県 4 465 68 78 12 2 629
新潟県 1 129 12 49 3 194
山梨県 2 9 5 2 10 28
長野県 13 2 9 1 25
岐阜県 1 1
静岡県 1 75 12 35 3 126
愛知県 1 3 4
三重県 1 1
京都府 1 1
和歌山県 1 1
高知県 1 1
計 76 6,484 1,428 3,397 744 21 12,150

193 747 5,064

＊公立学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校・特別支援学校）の建物被害状況

被害状況Ⅰ：建物の被害が大きく、建て替え又は、大規模な復旧工事が必要
被害状況Ⅱ：建物の被害は受けており、復旧工事が必要
被害状況Ⅲ：建物の被害を受けており、小規模の復旧工事が必要

公立学校の被害学校数 被害状況Ⅰ 被害状況Ⅱ 被害状況Ⅲ

6,284
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②人的被害の実態（学校関係） 

 地震の揺れだけでは、人は死ぬことはない、地震の揺れによ 

る建物の倒壊、その後の火災、津波等により圧迫死、焼死、溺 

死がほとんどである。阪神・淡路大震災では、建物の倒壊によ 

る圧迫死が全体の約８０％であり、今回の東日本大震災では、 

約９０％が津波による溺死である。 

 文部科学省関係の人的被害は、幼小中高大特支に通う子ども 

たちと教員の死亡者数は、全国で６４２人、うち公立学校に通 

う子どもたちが５０２人を占めている。（すべて岩手、宮城、 

福島の３県)また、いまだ行方不明の子どもたちは、３県合わせて９１人である。けが人

に関しては、地震による建物の倒壊は少なかったので２４１人と死亡者数を下回ってい

る。これは、阪神・淡路大震災との揺れ方の特徴の違いである。 

 防災教育に長年取り組み、学校にいた小中学生約３,０００人 

全員が無事で「釜石の奇跡」と呼ばれた岩手県釜石市の事例や 

全校児童の７割の７４人の児童が犠牲になった宮城県石巻市の 

大川小学校の事例のように学校での避難行動の仕方によって明 

闇が分かれる結果となってしまった。子どもたちの命を預かる 

学校が災害時どのような避難行動をとるべきなのか、大きな課 

題となっている。地震、火災、津波、がけ崩れ、暴風雨、洪水 

の時の身の守り方、避難の仕方、避難場所、（一次、二次、三次避難場所）など、可能な

限り想定し、子どもの命を守るための避難行動マニュアルを作る必要がある。 

文部科学省 東日本大震災による被害情報（第 185 報）3 月 8 日 

  
国立学校 公立学校 市立学校 社会教育 

独 立 行 政

法人 
計   

  
死亡 負傷 死亡 負傷 死亡 負傷 死亡 負傷 死亡 負傷 死亡 負傷   

 
岩手県 1   84 15 19 18 4 2     108 35   

 
宮城県 8 2 343 27 96 14   1     447 44 

  
福島県 1   75 6 11 9   2     87 17 

  
茨城県       10       4       14 

  
栃木県       16   4           20 

  
群馬県       10   4           14 

  
埼玉県   2   6   2           10 

  
千葉県   1       3   1   1   6 

  
東京都   5     2 68   1     2 74 

  
神奈川県        2   3           5 

  
新潟県       2               2   

 
計 10 10 502 94 128 125 4 11 0 1 644 241 

  
合計 20 596 253 15 1 885 

  
＊死亡：園児,児童,生徒,学生,教員,ALT を含む。＊行方不明：岩手,宮城,福島で８９人 

（廃車置き場となった 

グランド）  

（津波後の廃車の山） 
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 １ 震災時の学校の対応 

避難行動の事例から 

 

  ＊午前中授業で、卒業式の準備等で三分の二の生徒が在校していた。地震の揺れ 

による被害なし、海水が滝のように引くのを見て、学校より高台へ避難させた。校長 

自身がチリ地震の時、海水が引いてその後大津波が来たことを思い出し、咄嗟に判断し、 

土手を這い上がらせた。生徒は全員無事。 

＊全校児童 362 名中 350 名（欠席・早退 12 名）の児童が校舎内にいた。非常扉が閉ま 

り、地震後すぐに停電し、防災無線もほとんど聞こえなかった。津波に備え、校舎３ 

階に避難指示を出す。隣の中学生が高台へ避難を始めていたのを見て第１次避難場所 

へ避難をした。迎えに来た父親に１名児童を引き渡した（後に死亡）。中学生が児童の 

手を取り一緒に避難した。津波が迫ってくるのを見てさらに高台（第２次避難場所） 

へ避難した。校舎３階まで浸水、壊滅状態。 

＊地震後、第１次避難場所の校庭に避難➝校長の判断で隣接する高台へ、その後次々 

と移動し第５次避難場所へ。 

＊テレビで大津波警報確認、2 階へ全員避難するように指示。その後 2 階では危険と 

判断し屋上に上がるように指示。屋上に児童、教職員、保護者、住民合わせて 90 名が 

避難。津波の直撃により校舎の 2 階以下は壊滅的被害。児童、教職員は全員無事。津 

波の第 4 波後、屋上泊を決定。翌朝、自衛隊のヘリに発見され救出される 

＊地震後校庭に避難。その後大津波警報が出たので裏の山へ避難させる。校舎に残っ 

た教頭が校舎 2 階から津波が家々を飲み込んでいくのを目撃、校庭にいた住民を校舎 

2 階に避難させるが危険を感じ、裏山へ避難させた。校舎は火災で全焼 

＊地震後校庭に避難、その後 2 次避難所、3 次避難所に住民と共に移動するも、津波 

が堤防を越えたことを住民の情報から知り、ここも危険と感じ、校長の判断で裏の山 

へ避難して全員無事であった。 

＊下校途中の児童生徒を教頭と学年主任が車で迎えに行き、近くの高台に避難して無 

事であった。地震の発生で校庭が液状化、その後大津波警報が発令。避難マニュアル 

に従い、裏山の避難所に指定されている公園へ避難し全員無事であった。 

 

 

 

事例から言える事 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度「学校運営の改善の在り方

に関する取り組み」  

震災時における学校対応の在り方に関する調査研究  

（中間報告）より抜粋     日本教育経営学会  

・防災教育が生きた場面があった。様々な訓練をしていたことが、比較的落ち着いて

避難できたことにつながった。 

・震災は現実に起こるものと考えてそれなりの準備をしておく必要がある。 

・校長が先頭に立って的確に支持したことが、児童と教職員の安全確保につながった。 

・校長の判断で、マニュアルにない第５次避難所まで避難した。 

・危機発生時には、シンプルに明瞭に指示を行うこと。  
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（１）地震時の避難行動 

  ア 普段の避難訓練通り、落ち着いた行動をする。 

  イ 避難場所を数か所決めておく。（１次、２次、3 次避難場所・・・・）。 

  ウ 電話等通信手段の遮断を考え、確実な通信手段を確保しておく。 

エ 災害に関する情報収集を確実に行える手段を確保する。 

  オ 地震直後に停電になることを考え、ハンドマイクなどが有効 

カ 地域住民との連携した訓練や防災マニュアルを作成する。 

  キ 児童生徒への防災教育、自分の命は自分で守ることの指導を充実させる。 

    （登下校中や在宅時ひとりでいるときの行動）➝何時災害が起こるか分からない。 

  ク 学校職員は、子どもの命を守ることに全力を注ぐ。 

  

（２）地震後の学校対応 

ア 通信手段の確保、教育委員会・関係各機関等への連絡  

  イ 子どもの引き渡し・子どもの安否確認（後述） 

 ウ 学校施設の被害状況の確認・安全確認 

エ 避難所開設・運営（地域住民の受け入れ） 

    ・避難所運営本部の設置 

・避難住民の住居スペースの確保 

    ・トイレ・水の確保 

    ・生活のルール作り 

    ・生活物資の調達・提供 

    ・ボランティアの受け入れ等 

 

・地域住民からの日常的な情報収集を通じて津波被害の危険性を察知していた。 

・避難訓練を通して「語り合うことが必要。地域の人々と教職員が、例えば炊き出しに

ついて、その良い点悪い点を話し合い、マニュアル以外の関わり合いを作っておく必要

がある。 

・「防災マニュアル」を作るだけでなく、校長が教職員、子ども、地域と「危機感」を

共有し続ける事が必要である。 

・登下校中の災害への対応策の検討も必要である。 

・普段からの避難訓練が有効であるのはもちろん、地域の地理的特性を十分に把握した

訓練を実施することが必要である。 

・校長の判断の拠り所になったものは、他の教職員のからの情報や地域住民からの情報

と自分の今までの体験や知識を総合して判断した。 

・校長が判断、指示したことは、地域住民も従った。結果的に多くの命が救われた。 

震災時における学校対応の在り方に関する調査研究（中間報告）より抜粋   日本教育経営学会  

３F に突き刺さった車  

「東日本大震災の被害を踏まえた

学校施設の整備について」より 
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２ 子どもたちの安全確保  

子どもの引き渡し・安否確認事例から 

   ＊第１次避難後、保護者に引き渡した公立小中学生１２０人が犠牲になった。 

 ＊引き渡し作業に時間を奪われ、二次災害等に対応できない。（避難が遅れる） 

 ＊保護者へ確実に手渡しで引き渡すため、保護者が迎えに来るまで保護した。引き渡し

終了が深夜になったり、翌日になったケースもあった。（学校に宿泊）  

＊関東圏の学校では、集団下校や教員の付き添いなどでの下校を行い、保護者が帰宅困

難となった家庭では、子どもが自宅で余震の中一人で過ごす時間が生じ、多数の苦情が

寄せられた。 

 ＊引き渡し訓練を行っていた学校は、比較的スムーズに引き渡しができた。小学校と中

学校で異なる対応をした地区では課題が残った。 

 ＊交通機関の遮断で、帰宅できない高校生などは、学校で保護した。 

 ＊校外学習中の学校では、宿泊の延長やバスで移動中の学校では帰宅が深夜になった。 

＊通信手段の遮断等で、子どもたちの安否確認に相当な時間を要した。すでに下校した 

子どもたちの安否確認には、メールを使ったり、避難所を回ったりして確認を行った。 

 そのため全員の安否確認が取れたのは、３日～２週間を要した。（福島県） 

＊学校のホームページを使い、子どもたちの安否確認を保護者に発信した。 

  

 

 

事例から言える事 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）保護者への引き渡し 

  ア 児童生徒の安全が確保されるまでは、保護者に引き渡さない。（保護者も避難） 

  イ 引き渡しをする場合は、学校と保護者の取り決めに従って引き渡す。 

  ウ 引き渡しができない場合は、学校で保護する。 

  エ 引き渡しに関するマニュアルの作成と訓練の実施。 

 

（２）安否確認（保護者への連絡方法） 

  ア 学校と保護者で、連絡手段・方法を決めておく。（複数の方法を決めておく） 

  イ 市町村教育委員会で統一した連絡手段・方法が望ましい。 

  ウ 企業や県・市町村行政との連絡手段等に関する取り決めと連携・協力する 

・二次・三次災害に備え安全が確保されるまで保護者への引き渡しを行わない。保護

者も一緒に避難する。 

・引き渡しの基準を明確にする。引き渡し名簿や引き渡し手順、方法などについて見

直す必要がある。（親戚等への引き渡しも検討） 

・児童生徒の安否確認と保護者への発信について、その手段と方法を検討する必要が

ある。確実に連絡できる方法を学校と保護者で決めておく。 

・連絡先名簿等の管理をどうするか。（学校が被災し名簿の喪失の可能性がある） 

震災時における学校対応の在り方に関する調査研究  

（中間報告）より抜粋     日本教育経営学会  
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３ 学校が避難所として機能するには 

 

＊避難所に指定されている学校数（全国の公立学校） H23.5.1 現在 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（岩手、宮城、福島は除く）国立教育

政策研究所調査より 

国立教育政策研究所調査より抜粋 

＊避難所に指定されている公立学校は、３０，５１３校で、そのうち９１．８％にあたる

２７，９９７校が市区町村立の学校となっている。 

＊公立学校の８９．３％が避難所に指定されているものの、避難所の指定と防災機能の実

態が必ずしも整合していない状況にある。 

＊防災機能：トイレ設備・防災、備蓄倉庫・貯水槽・浄水装置・自家発電設備・通信装置 

＊避難所機能を考慮した学校の災害対応マニュアルの作成率は約３０％程度であった。 

 

 

＊東日本大震災における避難所開設数 

 

 

  

 

 

＊おもに公立の小・中学校が応

急避難所になった。 

＊発災数週間後、避難所機能が

継続する中で、教育活動も再開

した。 

＊仮設住宅の設置に伴い、避難

所は随時閉鎖された。 

学校種別  全学校数  避難所指

定学校数  

割合 

 ％ 

市町村立学校  29995 27997 93.3 

都道府

県立学

校  

高等学校  3385 2286 67.5 

特別支援学校  605 230 28.6 

合計  34185 30513 89.3 

0 
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月

 

避難所 

開設 

学校数 

３月１７日 

６２２校 

６月１１日 

１２５校 

11月10日 

  ０校 

「東日本大震災の被害を踏まえた

学校施設の整備について」より 

国立教育政策研究所調査より抜粋  
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避難所開設・運営事例から 

 

 ＊地震後校庭に避難する。寒さのため武道館へ移動、消防ヘリが来て津波が近づ 

いているため校舎に避難する。その後学校は地域住民の避難所となる。一番多いとき 

で 1,200 人が避難、避難所運営に教職員があたる。 

＊津波による町の全壊により高台にあった学校はすぐに避難所になった。教職員の役 

割分担を決め避難者の受け入れにあたった。武道館、体育館、校舎、校庭に 2000 人が 

殺到、トイレ、暖房、食事の対応を行った。 

＊１か月間児童と地域住民の避難所に、4 月以降近くの小学校と同居。 

＊津波の直撃により児童と地域住民とともに学校宿泊を決定、翌日中学校へ避難し避 

難所生活が始まる。 

 ＊帰宅できない児童生徒と避難住民、一般の帰宅困難者の受け入れを行い応急避難所 

になった。備蓄されていた食料や毛布を提供した。 

＊教職員間で自主的に 6 つのチームを編成したことで、スムーズな避難所運営ができ 

た。4 日目からは、区長を委員長として避難者自主運営組織を作り避難所運営にあた 

った。校長は、副委員長として行動した。 

 ＊学校施設管理者として校長はもちろん教職員の対応が、避難所初期運営では必要に 

なってくる。自分の家族の安否も分からず寝る間もなく避難者への対応を行った職員 

も多くいる。 

 ＊学校地域本部等の取組をしていたり、地域との密接な関係を作ってきた学校に 

おいては、比較的混乱もなく避難所運営ができていた。地域住民が「先生は学校と子 

どもたちだけを考えて、私たちは自分たちでやりますから」という学校もあった。 

 ＊行政、学校、地域で避難所運営まで話し合っていた地域もあり、まったく問題なく 

  避難所開設から閉鎖までスムーズであった。 

  

 

 

事例から言える事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初期の避難所運営に関わるマニュアルの作成。教職員の役割分担が必要である。 

・避難所運営に関わる申し合わせ事項等を、行政、学校、地域で話し合っておく必要が

ある。（行政が中心で避難所運営は行うが、状況によって学校が中心となる場合がある。） 

・住居スペースと教育スペースにする学校施設のすみ分けが必要である。（学校再開を早

くするため） 

・避難所生活の 1 日のスケジュールを決め、生活のルールが必要である。 

・トイレの確保と水の確保が必要である。（女性の更衣などプライバシーの保護） 

・応急避難所に指定されている学校では、避難所運営に関わる物資の備蓄や関連設備の

充実が求められる。 

・避難者名簿などの作成と避難者への情報提供が必要である。 

・地域住民と合同での炊き出し訓練などを実施することが有効である。 

震災時における学校対応の在り方に関する調査研究  

（中間報告）より抜粋     日本教育経営学会  



11 
 

（１）避難所開設・運営 

  ア 大きな災害発生時には、学校は応急避難所になり、避難所開設・運営の初期段階

において学校の教職員は、行政職員とともにその対応を行う。 

  イ 災害時の避難所開設・運営について、行政、学校、地域でその対応策を検討し、

マニュアルを作成する。 

  ウ 学校と地域合同の避難訓練を実施し、連動して避難所開設・運営の訓練を実施す

る。（例：炊き出し訓練、宿泊訓練、避難生活シミュレーション、物資配給訓練等） 

  エ 学校は普段から地域と連携した取組を続けて行うことが重要である。 

   （学校と地域との密接な協力体制の整備） 

 

学校再開に向けての事例から 

 

 ＊卒業式、終業式の開催、子どもたちの学習機会の保障、公簿等の発掘、避難所との 

 と住み分け、授業再開（教室の確保）への目途を決定する。 

＊新学期に向けての準備、子どもたちの状況確認、家庭訪問、進級・進学の親の意思 

 確認（転出等）、不足学用品の準備、学習課題の作成などの準備をする。 

 ＊保護者への説明会、学用品等、学習環境の整備、子どもの心のケア、土曜授業や長 

 期休業を利用した授業時数の確保（学業保障）。 

 ＊避難所閉鎖に伴い、児童生徒と PTA や地域の人たちが協力して学校をきれいに掃除 

した。体育館等遺体安置所になったため、消毒、臭い消し、神主によるお祓いを実施 

し生徒に安心感を与えた。 

 

 

 

事例から言える事 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学校再開に向けて 

  ア 学習環境の整備（教室や学習場所の確保）。複数学校の同居。 

  イ 子どもたちの状況確認。（避難場所,心身健康状態,家族の状態等） 

  ウ 教科書、学用品、学習教材等の準備。保護者への説明。 

  エ 授業内容、授業形態の工夫、学習プリントなどの作成。 

  オ 子どもの心のケア。（教育相談、臨床心理士の派遣等） 

  カ 地域との連携協力（学習環境整備や学習支援、安全支援等の協力依頼） 

・学校再開へ向けての検討会の実施、教育委員会等からの指示、話し合い。 

・ばらばらになった子どもたち（避難場所,心身健康状態,家族の状態等）の状況確認。 

・授業再開の準備。（保護者への説明会、学用品等、学習環境の整備、子どもの心のケ 

 ア、通学方法、学習内容の検討、授業形態の工夫、児童生徒・教職員の人数等把握） 

・学校行事の検討、地域との連携、学校への協力依頼。 

震災時における学校対応の在り方に関する調査研究  

（中間報告）より抜粋     日本教育経営学会  
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（３）学校・学習支援「学びのネットワーク」作り 

文部科学省 東日本大震災・子どもの学び支援ポータルサイト 

 
 

    

 全国各地で行われるキャンプ情              幼 ・小・中・高・専・大など、各種奨             海外からも数多くの支援の提案  

 報です。登録もできます。                        学金情報です。                                       が届いています。 

 

  
 100％子どものために使われる               子どもを中心とした、心のケアに 

 自治体による募金情報。                         関する情報です。  

文部科学省ホームページより抜粋 

 ・子どもの学びに関する被災地のニーズと、海外を含む全国からの提供可能な支援を相

互に一覧し、両社のマッチングを支援するサイトである。（4 月 1 日民間企業と協働開設） 

 ・机、いす、文房具、学用品、児童図書、ピアノ、部活動用品、学習支援などがマッチ

ングによって実現している。（2 月 1 日時点で 2016 件） 

 ・学校間交流やボランティア活動など物的支援のほか人的支援も行われた。 

、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いわて GINGA-NET・EPaCh 

・岩手県立大学が中心になり、被災地のコミュニティづくりや子どもの学習支援

の取組が継続的に行われている。県内大学を中心、全国 146 大学から数千人の学

生が参画。 

 地域、自治体、大学、NPO が連携して、単なる支援ではなく、共に育つ開かれた 

復興の取組が始まっている。活動として、子どもたちの学習支援、遊び支援、仮

設住宅でのサロン活動、ボランティア活動、地域のお祭り・行事の開催支援など

を行っている。  

コラボスクール「女川向学館」（宮城県） 

・女川教育委員会と現地駐在型 NPO「カタリバ」が協働して放課後の補習教室を開

講。・第一段階として「子どもの学びの場確保｣に取り組み、多くの児童生徒が、学

習の場を求めてコラボスクールに通っている。今後、宮城教育大学や子ども支援に

取り組む NPO 等とも連携しながら、子どもたちがこの社会を生き抜く力を身に付け

るためのコミュニケーション能力やキャリア教育に関するプログラムも展開予定。 

・1 月には、姉妹校の「大槌臨学舎」（岩手県）が開校した。（運営は NPO と教育委

員会） 
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Ⅶ 今後の防災教育  

東日本大震災を教訓に、文部科学省は、児童生徒が自らの判断で安全な場所に避難でき

るように「防災教育」を全面的に見直す方針を決めた。すべての学校に防災の専門知識を

持った教員の配置を進める方針で今年度、各都道府県で教職員の防災教育の指導者となる

指導主事らの研修会を実施した。また、文部科学省の有識者会議において群馬大学の片田

教授は、「防災教育」を教科として位置づけるべきと訴える。東日本大震災で 670 人の子供

たちが死亡、行方不明となったことを受け、中央教育審議会は 3 月 21 日、教育現場での死

亡ゼロを目指し、全学校で防災などの安全教育を行う授業時間の確保を求める答申をまと

めた。保健体育など複数の教科に分散していた従来の安全教育を学校全体で総合的に実施

し、将来的には教科化など教育課程の改善を視野に入れた研究を推進すべきだと指摘。震

災の教訓を生かした防災教育の抜本的見直しを提言した。 

 震災では、日ごろからの防災教育の徹底により、想定された避難場所の危険性を児童や

生徒自らが判断し、自主的に別の場所へ避難して被害を回避した岩手県釜石市のケースが

あったことから、答申は安全教育の方向性として「主体的に行動する態度を育成すること」

も求めた。これを実現するためには現在の授業時間数では不十分だとした上で、保健体育

など各教科での学習だけでなく、学校の教育活動全体の中で総合的に実施していくことが

重要だと指摘。ホームルームや特別活動などを使った工夫を促した。 

 答申は国に対し、短期的には、各学校での安全教育が系統的に行われるよう各教科の指

導内容を整理して分かりやすく示すことを求め、中長期的には、「安全科」や「防災科」と

いった教科の創設など教育課程の改善を視野に入れた研究の推進を求めた。 

 答申を受け、文部科学省は今後５年間で地震や津波などの災害から子供たちを守る「学

校安全推進計画」を策定する。 

岩手県釜石市の防災教育：群馬大学片田教授が７年前から釜石市の小中学生に対して「想

定にとらわれるな」「最善を尽くせ」「率先避難者たれ」と提唱した『避難三原則』によっ

て、市内の約３，０００人の小中学生たちは、欠席などで学校にいなかった５人以外は大

津波からのがれて全員無事だった。地震や津波の知識のほか、あらゆる場面を想定した避

難訓練が実際の場面で非常に有効であったことを証明している。 

防災に関する学習については、県内では、埼玉県防災学習センターにおいて、地震体験、

煙体験など体験を通して災害について学ぶことができる。また、熊谷市の学校で行なって

いる熊谷気象台との連携で、緊急地震速報による避難訓練は、地震災害に対する新しい取

り組みである。 

 ～緊急地震速報のイメージ図～ 

緊急地震速報を利用して、受信して 

列車やエレベーターをすばやく制御さ 

せて危険を回避したり、工場、オフィ 

ス、学校、家庭などで避難行動をとる 

ことによって被害を軽減させたりする 

ことが期待されます。 

熊谷気象台ホームページより抜粋 
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Ⅷ 研究のまとめ（中間報告） 

 ＊日本教育経営学会文部科学省委託研究平成 23 年度「学校運営の改善の在り方に関する

取組」震災時における学校対応の在り方に関する調査研究（中間報告）の中で、震災と

いう危機に遭遇した多くの学校は、子どもの命を守ることにおいて、さらには、地域住

民の安全・安心を確保することにおいて、優れた「現場力」を発揮している。また、危

機への対処に関するさまざまな「実践知」を作り上げてきた。震災発生時、学校には、

①児童生徒の安全確保（保護者への引き渡しまで）②緊急避難所としての地域住民の学

校受け入れ、避難所としての学校施設の提供③避難所の運営への協力④学校教育の再開

といった対応が求められる、学校として適切な対応がとれるようにするためには、常日

頃からの備えとともに、学校長をはじめとする、その時に応じた教職員の適切な判断が

必要となる。さらには、日頃からの地域との関係づくりも重要になる。今回の災害を教

訓とした、学校の危機管理体制を見直し、今後いつ起こるか分からない災害に対する十

分な備えをしていかなければならない。と提言している。 

＊学校が果たすべき役割についての提言 

   

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊今後の取組次年度に向けて、被災地の学校再生再建に向けた｢学びのネットワーク｣づく

りにおける社会教育の役割の研究と防災教育を通して児童生徒の「総合的な学力の向上」

の具体的事例を調査する予定である。 

１現場力を養う 

◎日ごろの訓練の重要性とその成果  

◎想定外の事態への準備と「危険に対する勘」を養う 

◎状況に応じた判断と組織的な行動 

 

２実践知を学ぶ 

◎「自然と共に生きる」  

◎「知識や経験」を生かし、「生活や経験」からさらに 

知識を身につける 

◎危機感は強くもち、安心感は油断なく慎重にもつ 

◎ピンチをチャンスを変え、チャンスはピンチの中から 

つかみ取る 

◎判断力、決断力は時間との勝負 

３危機管理とリーダーシップ 

◎危機発生時における陣頭指揮の重要性  

◎瞬時の対応と持続的な対応 

    ・・・組織構築の意義と重要性 

◎目標設定、優先順位、具体的手順の確定が重要 
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